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2．4 会計理論の統合という視点からみた中小企業の会計基準の特色
（以上，⑴号）
3 1940年代以降にみる中小企業の会計規範の特色と問題点
4 おわりに
（以上，⑵号 完）
1 はじめに
本稿の課題は，企業会計を一種のコミュニケーション・システムとみなす
視点に立ちながら，わが国の中小企業を規制する会計規範や会計記録などを
考察対象として，これらの会計規範が導出される方法や複式の会計記録の認
識・測定にまで考察の光をあてながら，わが国の中小企業の会計規範や会計
記録の特色を明らかにすることである。
1．1 本稿の考察対象
――戦後の記帳システムと中小企業会計基準――
中小企業を規制する会計に関するルールには，日本税理士会連合会，日本
公認会計士協会，日本商工会議所および企業会計基準委員会の4団体によっ
て，2005年8月に共同で公表された『中小企業の会計に関する指針』（以下，
『中小企業会計指針』と称する）と中小企業関係団体等や学者等で構成され
た「中小企業の会計に関する検討会」および「中小企業の会計に関する検討
会ワーキンググループ」によって2012年2月に公表された『中小企業の会計
に関する基本要領』（以下，『中小企業会計要領』と称する）がある。これら
が策定されるまでは，中小企業を規制する会計に関するルールはなかった。
ただし，1949年12月27日に経済安定本部企業会計制度対策調査会が公表し
た『中小企業簿記要領』は，中小企業のために，『企業会計原則』の記帳に
関する会計原則をはじめに示し，一般的な複式簿記とは異なる月末收支総括
表方式と日計表方式という記帳方法を示した。すなわち，この要領およびこ
れと関連するいくつかの規範（記帳システムおよび会計原則）が，近年にい
たるまで，中小企業を規制する会計規範として機能してきたのである。以下
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において，これらの規範が設定されるまでのプロセスを概観したい。
鍋島達［1950］によれば，「春から夏にかけてまして，『中小企業簿記要領』
の案ができたのであります。ところが，図らずもそのときにシャウプ博士が
來られまして，日本の税制について重大な勧告がある。而も税務と会計につ
いての根本的な提案があるだろうということが予想されましたので，暫くそ
の発表を待ちまして，青色申告に関する省令，告示との調整をはかり，これ
に定められた帳簿記載要件をおり込」（32頁）んで『中小企業簿記要領』が
公表されたとしている。1949年8月27日の第1次シャウプ勧告（1）では，「E
付帯事項，2帳簿と記録，（2）記帳の模範的な様式の作成」において「会
計様式は簡易にしておくべきである」との勧告が行われた。この第1次シャ
ウプ勧告によって，1949年12月15日『所得税法の臨時特例等に関する法律』
によって青色申告制度が創設された。
この法律に基づき，1949年12月15日に「青色申告のための記帳における簿
記の原則並びに帳簿基準」（大蔵財務協会編［1950］，推薦のことば1頁）と
して，大蔵省令百五号が定められた。『中小企業簿記要領』は，経済安定本
部企業会計制度対策調査会の委員だった中西寅雄（当時，東京都商工指導所
所長）（2）と鍋島達（当時，東京都商工指導所部長）（3）が指導していた内容が
原案になった（播［1985］，52頁），とも指摘されている。
そして，国税庁でも，特に所得税法における簡易帳簿制度を確立させるた
めに，中小企業において用いられる様々な帳簿組織が定められた。これらの
税法独自の中小企業の記帳システムは，シャウプ勧告に基づいて簡易化され
た帳簿制度である。ここでは，収支計算書（損益計算書）を作成する記帳シ
ステムや標準簡易帳簿と債権債務等記入帳から損益計算書と貸借対照表を作
成する記帳システムなどがある。
したがって，本稿の考察対象は，『中小企業会計要領』，『中小企業会計指
針』，戦後公表された『中小企業簿記要領』及び税法上の帳簿組織の4つに
絞ることとする。
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1．2 『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』が設定された背景と根
本原則
本稿を考察する前提として，『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』
が設定された経緯を概観していきたい。はじめに，『中小企業会計指針』が
設定された経緯に光をあてたい。『中小企業会計指針』では，指針設定の経
緯を記す箇所において，旧商法の第32条第2項の「公正ナル会計慣行ヲ斟酌
スベシ」とされていたが，中小企業が適用することのできる「公正ナル会計
慣行」とは何かが十分には明確になっていないことが指摘されている（『中
小企業会計指針』【総論】［目的］2）。これらの問題を解決するために，2005
年に『中小企業会計指針』が公表された。
『中小企業会計指針』は，「大企業向け企業会計基準を簡素化する形で策
定されたもの」（河﨑［2011a］，34頁）と言われている。しかし，簡素化す
る形で策定されたものではあったが，中小企業の実態を反映していないとか，
『中小企業会計指針』が高度で使いにくく，中小企業が対応できていないた
め，あまり普及していない（4），などの問題点が指摘された。
これらの問題点を解決するために，2012年に公表されたのが『中小企業会
計要領』である。内容については，『企業会計原則』である「一般原則」を
論理的前提に，各論として解説が加えられている。すなわち，『中小企業簿
記要領』が帳簿の記帳方法と決算処理方法を示し，記帳方法が『企業会計原
則』の「正規の簿記の原則」等を間接的に適用したものになっている（5）が，
『中小企業会計要領』は，同じく，『企業会計原則』が示され，間接的に適
用されており，類似している。
また，適用対象の視点から考察すると，『中小企業会計指針』は，中小企
業には IFRS が適用できないとして公表されたが，中小企業の中でとりわけ
会計参与を設置する会社が適当であるとしていた。『中小企業会計要領』は，
『中小企業会計指針』より「簡便な会計処理をすることが適当と考えられる
中小企業」（『中小企業会計要領』【Ⅰ．総論】［1．目的］（2））を適用対象
にしている。しかし，『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』は，い
ずれも会社法上の計算書類を作成する際の会計基準が定められている。した
がって，中小企業の両基準は，会計慣行のしん酌規定の「一般に公正妥当と
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認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行をしん酌しなければなら
ない」（会社計算規則第3条）という「その他の企業会計の慣行」に該当す
るとしている（武田［2006］22頁）。
1．3 中小企業の会計基準をめぐるアプローチ
――本稿の考察の意義――
『中小企業会計指針』は，大企業の会計基準を要約したものであり，毎年
改訂が行われている。（本節で詳論するが）同指針の設定アプローチは，「トッ
プダウン・アプローチ」といわれている。この『中小企業会計指針』が必要
になった背景は，IFRS の導入により，中小企業にも新たな会計基準を設定
する必要があったためである。IFRS は大企業の会計基準であり，中小企業
では負担が大きすぎるというのが，設定の理由であった。
河﨑［2011a］では，近年の研究において，このような理由に加えて，中
小企業の属性にあった会計基準の制度化によって，計算書類の信頼性を高め
る（河﨑［2011a］，27頁）ことが必要である，としている。前にも述べた
が，『中小企業会計指針』が会社法上の計算書類を作成する際の会計基準で
あるからだ。また，中小企業の会計の特質は，会計行為の記帳の重要性，確
定決算主義を前提とした会計処理，および限定されたディスクロージャー制
度を挙げている（河﨑［2011a］，27‐29頁）。
さらに，『中小企業会計指針』の問題点として，大企業の会計基準を要約
または簡素化したとはいっても中小企業にとっては，高度な会計処理が要求
される会計基準であることを指摘している。そのために，中小企業の属性に
あった最低限の会計基準を検討する必要があると指摘している。これらのこ
とを達成するためには，中小企業の実態を重視した「ボトムアップ・アプロー
チ」への転換が必要であると主張している（河﨑［2011a］，34頁）。
もう少し詳しく，河﨑氏の見解にしたがいつつ，考察をすすめていきたい。
トップダウン・アプローチとボトムアップ・アプローチについては，中小企
業庁の「中小企業の会計に関する研究会」が2010年に設置され，その第1回
の「中小企業の会計に関する研究会」に配布された「資料6中小企業会計に
係る論点について」（23頁）に図表1のとおり示されている。
中小企業会計基準の設定方法と認識測定の様式⑴
―41―
①トップダウン・アプローチの概念イメー ジ
企業会計基準
指針
???
中小企業
の属性 税務会計
大企業会計
②ボトムアップ・アプローチの概念イメー ジ
企業会計原則
商法・会社法会計
指針
???
税務会計 中小企業の属性
中小企業の
商慣行・記帳
上場企業
社会的説明責任のある大規模企業
中規模企業（あるいは会計参与設置会社）
「完全版IFRS」
「中小企業会計指針」
小規模企業
「税法基準+書面添付」
????
ボトムアップ・アプロー チ
???
トップダウン・アプロー チ
この別々のイメージ図によって，多くの研究者が別々のアプローチである
かのごとく，解釈されたことから，河﨑氏は，第2回の「中小企業の会計に
関する研究会」において，図表2のように新たな会計制度改革モデルを示し
たのである。すなわち，上から順に（完全版）IFRS，『中小企業会計指針』，
「税法基準＋書面添付」をあげ，その両サイドに「大規模企業向け会計基準」
の簡素化（トップダウン・アプローチ）と「中小企業の属性に即した会計基
準」からの積み上げ（ボトムアップ・アプローチ）が示され，トップダウン・
図表1 アプローチのイメージ図
図表2 会計制度改革モデル
（河﨑［2010a］，14頁より）
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アプローチからボトムアップ・アプローチへの転換を意味すると主張された
のである。
この新たな会計制度改革モデルの特徴は，下記のとおりである。
「①「連・単分離」と「確定決算主義」を前提とする。
②上場企業および社会的説明責任（public accountability）のある大企業の「連結財務
諸表」には，「完全版 IFRS」を適用する。
③中規模企業（あるいは会計参与設置会社）には，「中小企業会計指針」を適用する。
④小規模企業には，「税法基準」をミニマムレベル（最低限）の会計基準とし，その信
頼性を担保するため，「書面添付制度」の積極的な推進を図る。
＊「書面添付制度」：税理士が税理士法（33条の2）に規定する「計算事項」等を
記載した書面を申告書に添付して提出した場合，税務調査にあたり書面の記載事項に
ついて，税理士に対して意見を述べる機会を与える制度をいい，申告書の基礎となる
会計帳簿・計算書類の信頼性を担保する役割が期待されている。
⑤この会計制度モデルは，「中小企業の会計」に対する方法論について，従来の「大規
模企業向け会計基準」の簡素化（トップダウン・アプローチ）から，「中小企業の属性
に即した会計基準」からの積み上げ（ボトムアップ・アプローチ）への転換を意味す
る。」（河﨑［2010a］，15頁）
河﨑氏の新たな会計制度改革モデルは，『中小企業会計指針』の設定アプ
ローチであるトップダウン・アプローチから，ボトムアップ・アプローチへ
の転換が必要であるという見解である。すなわち，中小企業の会計基準は，
中小企業の実態を重視しつつ，同一のアプローチを採用し，会計基準を設定
すべきと思考される。
その際には，これら2つの中小企業の会計基準を設定するアプローチを，
「会計学方法論の領域」にまでさかのぼって定めることが必要である。けだ
し，私見によれば，トップダウン・アプローチとボトムアップ・アプローチ
という用語は，同一の中小企業の会計基準を大企業の会計基準からの簡素化
という一貫性と中小企業の属性という視点で使われているもので，より論理
的な方法で考察を進めることが必要であると思考されるためである。このよ
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うな考察において，もっとも有効な手がかりを，与えてくれるのが，上野清
貴氏の見解である。さらに，中小企業の記帳システムの考察においては，企
業会計を一種の記号システムとみなす見解である。
1．4 本稿の考察方法
――「会計統合の論理」と「コミュニケーション・システム論」を手がか
りとして――
前節で指摘したように，本稿において2つの中小企業の会計基準を考察す
る際の方法としては，上野［2015］で提示された「会計統合の論理」ないし
方法を採用し，考察をすすめていきたい。
この「会計の統合理論」とは，上野清貴氏が2015年の著書で提示したもの
であり，既存の会計理論の考察とこれからの会計理論の構築をめざした方法
論を明らかにしたものである。上野［2015］は，これまでの会計学説等から
会計の重要な理論領域を「実証理論」と「規範理論」に分類し，さらに規範
理論を，「絶対的規範理論」と「条件付規範理論」に分けて考察している。
これらの理論的考察の結果として，「会計理論の構築は，条件付規範理論を
中心として，実証理論の方法の支援を受けて行わなければならないのである。
これが会計理論の統合である」（上野［2015］，415頁）と述べている。
前述したように河﨑氏は，2つの中小企業の会計基準を設定する際には，
中小企業の特性を視野に入れながら，ボトムアップ・アプローチという共通
の方法によるべきことが主張されていた。私見によれば，河﨑氏の見解と上
野氏の「会計統合の論理」は軌を一にするものであると思考される。かつ，
上野氏の見解は，より論理的な方法を提示していると思考される。したがっ
て，上野氏の提示する方法論こそが，『中小企業会計指針』と『中小企業会
計要領』の考察をする際に，もっとも有効な方法であると思考される。
本稿の後半で採用するコミュニケーション・アプローチの概略を示せば（6），
下記のようになる。コミュニケーションには話し手と聞き手があるように，
会計におけるコミュニケーション・システム論は，情報の開示として財務情
報の作成者（経営者）であるメッセージの発信者と利用者がいる。その共通
のコードが会計基準であり，企業会計における言語規約である。この考え方
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は，企業会計システムをコミュニケーション・システムととらえた記号論の
アプローチ方法を適用したものである。記号は，事物（事象）を表している。
その記号と指示対象の二者に光を当てて考察するのが意味論的考察である。
記号と記号とは特定の規則で配列され，文や文章ができる。この配列にかか
わる文法規約などを考察するのが構文論的考察である。そして，これらの文
章は他者に伝達されることが予定されるが，この関係に光をあてて考察する
のが語用論的考察である（笠井［2000］，5頁）。本稿では，この記号論的ア
プローチを中心とした方法をもちいて，2重分類複式による認識・測定およ
び記録がなされているか戦後公表された『中小企業簿記要領』と税法上の帳
簿組織を分析していくことにする。私見によれば，このアプローチを採用し
て分析することにより，中小企業の記帳システムについて2つの特性が明確
に理解されていくと思考される。
中小企業の会計基準において，河﨑氏は，記帳の重要性を主張している。
たしかに，記録ないし記帳の重要性は理解できる。しかし，記帳システムに
ついては，「正規の簿記の原則」を示しただけで中小企業のあるべき記帳シ
ステムについて論じていない。この問題点を解決できる手がかりが記号論的
アプローチである。さらに中小企業の会計基準については，『中小企業会計
指針』と『中小企業会計要領』に分けられているが，そもそも中小企業の会
計基準を分ける必要があるのかという問題点も指摘することができる。この
問題を解決する手がかりが上野氏の見解である。したがって，二つのアプロー
チを採用することで中小企業がどのような記帳システムによって記帳される
べきかを解決した上で，会計基準のあり方を探ることができるであろう。以
下，次節では，まずもって上野氏の見解を手がかりとして考察をすすめてい
きたい。
2 中小企業の会計基準の特色と問題点
――上野清貴氏の見解を手がかりとして――
河﨑［2012］によれば，わが国では，『中小企業会計指針』はトップダウ
ン・アプローチによって，『中小企業会計要領』はボトムアップ・アプロー
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チを採用しているとされている。しかし，武田［2003］は，会計基準の設定
に関して，「普遍性アプローチ」と「特定基準アプローチ」をあげている。「普
遍性アプローチ」は「よるべき会計基準は1つであり，すべての会社はそれ
に従うべきであるとする考え方である」（武田［2003］，29頁）。「特定基準ア
プローチ」は，「小会社に適切に対応する会計基準の選択を行い，あらかじ
めそのガイドラインを示そうとする行き方である」（武田［2003］，29頁）。
そして，武田［2003］は，イギリスの「特定基準アプローチ」を例にあげて
いる。その内容は「普遍性アプローチのように，会社一般に通じる普遍的な
会計基準を作り，その適用除外の形で中小会社向けの適用を考えるのではな
く，外形的には小規模事業体（中小会社）向けの財務諸表の標準様式を作成
し，内形的には『小規模事業体に対する固有の会計基準』を立案する行き方
である」（武田［2003］，29頁）。そして，武田［2003］は，「特定基準アプロー
チ」のほうが好ましいと述べ，「中小会社会計基準を設けることで，中小会
社としてよるべき会計処理が明確となり，経理の適正化と明確化と制度の安
定とをもたらし，ひいては中小企業の発展に寄与するところが大きいと考え
る」（武田［2003］，30頁）と述べている。さらに会社属性を区分した小会社
としての会社属性と会計基準策定における「判断の枠組み」において，「中
小企業にとって最も基本的な属性から「記帳」の問題が誘導されている」（武
田［2003］，31頁）ことを指摘している。武田［2003］では，『中小企業会計
指針』が公表される以前に指摘していたものである。したがって，2つの会
計基準が採用されるアプローチを，トップダウン・アプローチないしボトム
アップ・アプローチとして比較することは，果たして適切なのであろうか（7）。
本稿では，これら2つの中小企業の会計基準の特色と問題点を，特にこれ
らの会計基準を設定する際のアプローチ方法と関連させながら明らかにして
いきたい。その際には，上野氏の「会計統合の論理」に関する見解を基本的
視座として位置づけ，分析をすすめていきたい。
以下，本稿では，まずもってこれらの考察の基礎とすべく，中小企業の会
計基準設定の背景やその特色などを，IASBの動向をも視野に入れて明らか
にしたい。さらに，中小企業の財務諸表の作成目的をも，会計情報利用者と
の関連で明らかにしたい。その後に，上野氏の見解を考察したい。最後に，
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その基本的視座をもって，わが国の2つの中小企業会計基準の特色と問題点
を明らかにしたい。
2．1 わが国の中小企業の会計基準における設定の背景と目的
IFRS と中小企業の会計基準の大きな違いは，大企業（公開企業）と中小
企業（非公開企業）という違いから会計基準が策定されていることである。
このような状況を，河﨑照行氏は，会計制度の2分化と論じている。IFRS
と中小企業会計基準の差異，そしてわが国の中小企業の会計基準の特色と問
題点を考察する際には，まずもって IFRS が公表されるまでの過程をみる必
要がある。
「概念的枠組（Conceptual Framework）」は，1976年に米国の財務会計基
準審議会（FASB）が討議資料『財務会計および財務報告のための概念フレー
ムワークに関わる問題の検討：財務諸表の構成要素およびそれらの測定（An
Analysis of Issues Related to Conceptual Framework for Financial Accounting
and Reporting: Elements of Financial Statements and Their Measurement,F
A SB Discussion Memorandum）』を公表して以降，会計学界において脚光
を浴びることとなった。そして，この時期に議論された内容が IASBに引き
継がれ，今日の IFRS の概念的枠組や会計基準の論理的基礎となっている。
IASBは，大企業向けの会計基準である IFRS を公表しているが，2009年
に『中小企業のための国際財務報告基準（IFRS for Small and Medium-sized
Entities）』と題される『中小企業版 IFRS』を公表した。しかし，わが国に
おいては，『中小企業版 IFRS』は，適用されない。なぜなら，わが国では，
既に『中小企業会計指針』が公表され，これが中小企業を規制する「一般に
公正妥当と認められる会計慣行」という位置づけになっているからだ。ただ，
『中小企業会計指針』は，毎年改定され，大企業向けの会計基準を簡素化し
たものであり，IFRS の影響を受けることもありうる。
わが国の中小企業の会計基準が設定された背景には，以下のようなことが
あった。中小企業庁から2002年6月に『中小企業の会計に関する研究会報告
書』が公表されて以降，日本税理士会連合会から2002年12月に『中小会社会
計基準』，さらに日本公認会計士協会から2003年6月に『中小会社の会計の
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あり方に関する研究報告』がそれぞれ公表された。その後，日本税理士会連
合会，日本公認会計士協会，日本商工会議所および企業会計基準委員会の4
団体によって，3つの報告等を統合するものとして，2005年8月に共同で
『中小企業会計指針』が公表された。
その後，わが国では，2010年2月には中小企業庁が「中小企業の会計に関
する研究会」を再開し，2010年3月には企業会計基準委員会が「非上場会社
の会計基準に関する懇談会」を設置されるなど，中小企業に関する会計基準
のあり方が再度検討されるようになり，2012年に『中小企業会計要領』が公
表され，これも「一般に公正妥当と認められる会計慣行」という位置づけに
なった。中小企業の会計基準がこのように『中小企業会計指針』と『中小企
業会計要領』の2つに分かれ，大企業の会計基準も企業会計基準，国際会計
基準，米国基準などがあるため，これを河﨑氏は「会計基準の複線化」が進
行していると述べている。
ここで，中小企業の会計基準の特色を明確にし，さらに本稿での考察の基
礎とするために，中小企業の財務諸表の作成目的を，会計情報利用者との関
連で考察しておきたい。中小企業の財務諸表の利用者は，主として経営者や
取引先などの債権者などであるということができよう。このために，これら
の財務諸表は，主として，経営管理目的によって作成されるということがで
きるであろう。
『中小企業簿記要領』の執筆を担当した中西氏と鍋島氏が『中小企業簿記
要領』を公表した後に経営管理に関する論文を，多く発表している（8）。この
ことを視野に入れるならば，中西氏と鍋島氏は，中小企業の経営管理に多大
な関心を抱いていたことが推察される。よって，戦後から中小企業の財務諸
表が作成されるのは経営管理目的のためにあるということができる。
以上，本節では，近年の中小企業の会計基準設定についての背景や財務諸
表の作成目的の特色などを，IASBの動向ないし中小企業の会計情報利用者
との関連で考察してきた。次節では，『中小企業会計指針』と『中小企業会
計要領』の特色と問題点を明らかにする基本的視座をえるために，上野氏の
見解を手がかりとして考察していきたい。
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2．2 中小企業の会計基準設定の方法
――上野氏の見解を手がかりとして――
本節では，わが国の2つの中小企業会計基準の特色と問題点を分析する基
本的視座をえるべく，上野清貴［2015］の「会計統合の論理」に関する見解
を手がかりとして考察をすすめていきたい。上野［2015］においては，これ
までに展開されてきたすべての会計理論を統合し，新たな有用な会計理論の
構築を目指すために，まずもって会計学の方法を論じた2つの学説を検討し
ている。そして，会計理論の統合を可能にする会計理論として，「条件付規
範理論」を中心として，「実証理論」に補完的役割を与えるアプローチ方法
を提唱している。すなわち，上野［2015］においては，会計理論の統合の可
能性を探る基礎的な作業として，会計の理論領域をワッツ＝ジンマーマンの
理論を手がかりとして「実証理論」を検討し，さらにマテシッチの理論を手
がかりとして「規範理論」に検討し，「規範理論」を「絶対的規範理論」と
「条件付規範理論」に分けて検討している（上野［2015］，399‐400頁）。以
下，上野［2015］が示した「実証理論」および「規範理論」さらに，「絶対
的規範理論」と「条件付規範理論」の概観を述べることとする。
上野［2015］では，「実証理論」は，会計実務を説明し予測する説明理論
の体系であるが，この理論では原因―結果関係に基づく実証的仮説が重視さ
れるのである。そして，「実証理論」では，目的および目的関数は利用者が
付与するという特色を持つ（上野［2015］，405‐406頁）としている。
次に「規範理論」は，上野［2015］では，「規範理論は目的および目的関
数ならびに目的―手段関係を最も重要視し，それを利用者ではなく理論家が
付与するということになる」（上野［2015］，406頁）としている。そして，「絶
対的規範理論」と「条件付規範理論」の2つに区分する論理展開をとってい
る。「絶対的規範理論」とは，「ある絶対的な実用的価値判断（特定の評価方
法，実現基準等の容認）を黙示的に組み入れた規範理論である」（上野［2015］，
406頁）。それに対して，「条件付規範理論」とは，「価値判断を理論に組み入
れ，会計情報の利用者に広範囲の代替的な目的志向的モデルを示す規範理論
である」（上野［2015］，408頁）。
そして，上野［2015］では，これらの2つの中から，「条件付規範理論」
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図表3 「実証理論」，「絶対的規範理論」，「条件付規範理論」の比較
実証理論 絶対的規範理論 条件付規範理論
理論の絶対性 なし あり なし
目的―手段関係 なし あり あり
目的設定の主体 利用者 理論家 理論家
（出所：上野清貴［2015］，413頁より）
に論理的重要性を認め，408‐409頁において詳細な叙述が展開されている。
要約すると，会計情報利用者が様々な目的を追求するが，そのための意思決
定には自由な選択の価値判断が与えられる。これは理論の絶対性ではなく，
理論の相対性である。そして，目的を達成するための手段として一つの価値
判断を選択した場合，その価値判断が公に開示されることによって「条件付
規範理論」になるといえよう。
最後に，上野［2015］では，会計理論の統合を可能にする方法論として，
新たな論理的方法が提示されたのである。「会計理論の統合として理論の共
通点を探求し，それを展開することによって，会計理論の統合が図られ，会
計理論の構築を行うことができると思われる」（上野［2015］，412頁）。
図表3にも示されたように，「実証理論」，「絶対的規範理論」および「条
件付規範理論」の「理論の絶対性」，「目的―手段関係」および「目的設定の
主体」の関係をまとめたもので，「会計理論の構築は条件付規範理論を中心
として，実証理論の方法の支援を受けて行わなければならないのである。こ
れが会計理論の統合である」（上野［2015］，415頁）と結論づけているので
ある。
私見によれば，「条件付規範理論を中心として，実証理論の方法の支援を
受け」るアプローチこそ，わが国の2つの中小企業の会計基準の特色と問題
点を明らかにすると共に，これからのあり方を定めていくもっとも有効な方
法であると理解されるのである。2つの中小企業会計基準の設定アプローチ
は，帰納的アプローチと演繹的アプローチ（9），トップダウン・アプローチと
ボトムアップ・アプローチと比較されているが，中小企業の会計基準である
ことには変わらない。上野氏の会計理論の統合によって，中小企業の会計基
準が統合でき，さらに，武田［2003］のアプローチの支援が中小企業の会計
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基準のあり方を解決へと導くであろう。次節では，上野氏のアプローチ方法
を適用して，わが国の中小企業会計基準の分析をすすめていきたい。
2．3 中小企業の会計基準の特色と問題点
――上野氏の「会計統合の論理」を手がかりとして――
本節では，上野［2015］で提起された「会計統合の論理」を手がかりにし
て，わが国の中小企業会計基準の分析をすすめていきたい。同書では，ジン
マーマンやマテシッチの考察を基礎として，会計理論の統合は「条件付規範
理論を中心として，実証理論の方法の支援を受けて行わなければならない」
（上野［2015］，415頁）と結論づけていた。
すなわち，同書では，条件付規範理論については，目的設定の主体を理論
家におき，理論の体系に目的―手段関係を認めていた。換言すれば，会計理
論にしろ会計基準にしろ，それらを構築ないし設定する主体が目的を定め，
この目的に適合する方向で体系が構築されていくことが指摘されていた。そ
れに対し，実証理論では，目的設定の主体は利用者であり会計理論にしろ会
計基準にしろ，目的に適合する方向での演繹的かつ規範的な体系の構築はな
されていないことが指摘されていた。
以下，本節では，まずもってわが国における2つの中小企業基準の目的に
焦点を絞り考察をすすめていきたい。
ａ．2つの中小企業会計基準の目的における共通点
本項では，『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』の目的について
考察をすすめていきたい。これら2つの会計基準の目的を，内容の同一性に
着目して，筆者なりにまとめると図表4のとおりである。これらは，①経営
者が自ら経営状況を把握する，②利害関係者への情報提供，③税法との調整，
④負担軽減のための簡素化，に内容が集約される。
このように，2つの中小企業の会計基準は，具体的な基準の内容は若干異
なっているが，換言すれば目的―手段関係の手段は異なるが，目的はほぼ同
一である。そして，これらの会計基準の規制の対象も，中小企業ということ
で同一である。よって，『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』は，
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同一の目的という共通点による会計理論が構築できるのではなかろうか。
むろん，『中小企業会計指針』は IFRS などの「現代」の大企業向けの会
計基準を簡素化する方向（いわゆる，トップダウン・アプローチ）で設定さ
れた会計基準であるのに対し，『中小企業会計要領』は「1940年代以降」に
『証券取引法』との関連で設定された『企業会計原則』等の会計基準を現代
の中小企業に適合させる方向（いわゆる，ボトムアップ・アプローチ）で設
定された会計基準であることに相違点はみられる。しかし，武田［2003］の
「特定基準アプローチ」の考え方によれば，2つの中小企業の会計基準が必
要なのであろうか。
ｂ．『企業会計原則』（10）の特色と位置づけ
――2つの中小企業会計基準との関わりについて――
わが国の中小企業会計基準の特色と問題点を明らかにするためには，『企
業会計原則』の特色を的確に理解することは，必須の課題である。本項の考
図表4 『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』の目的
『中小企業会計指針』 『中小企業会計要領』
中小企業においては，経営者自らが企業の
経営実態を正確に把握し，適切な経営管理
に資することの意義も，会計情報に期待さ
れる役割として大きいと考えられる。
中小企業に限らず企業の提供する会計情報
には，本来投資家の意思決定を支援する役
割や，利害関係者の利害調整に資する役割
を果たすことが期待されている。
企業の規模に関係なく，取引の経済実態が
同じなら会計処理も同じになるべきである。
しかし，専ら中小企業のための規範として
活用するため，コスト・ベネフィットの観
点から，会計処理の簡便化や法人税法で規
定する処理の適用が，一定の場合には認め
られる。
中小企業の経営者が活用しようと思えるよ
う，理解しやすく，自社の経営状況の把握
に役立つ会計
中小企業の利害関係者（金融機関，取引先，
株主等）への情報提供に資する会計
中小企業の実務における会計慣行を十分考
慮し，会計と税制の調和を図った上で，会
社計算規則に準拠した会計
計算書類等の作成負担は最小限に留め，中
小企業に過重な負担を課さない会計
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察の基礎的考察として，同原則の設定の背景，目的，および方法などについ
て検討をすすめていきたい。
『企業会計原則』が，どのような背景のもと，どのような目的をもって設
定されたかを再確認することは重要である。下記の文言は，これらについて
記されたものである。
「我が国の企業会計制度は，欧米のそれに比較して改善の余地が多く，且つ，甚し
く不統一であるため，企業の財政状態並びに経営成績を正確に把握することが困難な
実情にある。我が国企業の健全な進歩発展のためにも，社会全体の利益のためにも，
その弊害は改められなければならない。
又，我が国経済再建上当面の課題である外資の導入，企業の合理化，課税の公正化，
証券投資の民主化，産業金融の適正化等の合理的な解決のためにも，企業会計制度の
改善統一は緊急を要する問題である。
仍って，企業会計基準を確立し，維持するため，先ず企業会計原則を設定して，我
が国国民経済の民主的で健全な発展のための科学的基礎を与えようとするものであ
る。」（『企業会計原則の設定について』）
「企業会計原則及び財務諸表準則が中間報告として昭和24年7月公表されて以来，
公認会計士制度並びに証券取引法に基づく財務諸表制度の実施と相まって，我が国の
企業会計が画期的改善の緒につくに至ったことは承知のとおりである。この中間報告
の公表に際し，将来税法および商法の改正にあたり企業会計原則が尊重されるように
要望したのであるが，昭和25年の改正法人税法並びに昭和26年の改正方法の規定には，
企業会計原則の趣旨が相当程度反映されるに至った。」（『企業会計原則および財務諸表
準則の部分修正について』）
このように，『企業会計原則』は，「我が国企業の健全な進歩発展のために
も，社会全体の利益のためにも」という要請から設定されたものであること
が明白に理解される。そして，同原則は，「公認会計士制度並びに証券取引
法に基づく財務諸表制度の実施と相まって」，その機能を十分に果たしたと
評価されているのである。上記の文言からも明らかなように，同原則の目的
とは，「我が国経済再建上当面の課題である外資の導入，企業の合理化，課
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税の公正化，証券投資の民主化，産業金融の適正化等」であったことが理解
されるのである。
このような背景のもと，国家や社会の強い要請から設定された『企業会計
原則』の目的は，わが国の中小企業の経験的な蒸留によってえられたもので
はない。目的設定の主体は，国家によりオーソライズされた会計原則設定主
体である。そして，この目的を達成するために，「一般原則」にはじまり「企
業会計原則注解」に至る会計原則の体系が構築されたのである。
さらに注目せねばならないことは，同原則は，「公認会計士制度並びに証
券取引法に基づく財務諸表制度の実施と相まって」，その機能を十分に果た
すことが期待された規範であるということである。このような機能が期待さ
れるということは，『企業会計原則』が中小企業に特化した会計規範ではな
いことを明示している。
1940年代以降に，国家や社会の強い要請から設定された『企業会計原則』，
そして同原則と調整を重ねながら発展していった『税法』や『商法』などの
会計規範をスタートラインとして，現代の中小企業の企業会計に適合する会
計基準の体系を構築していくアプローチを，「ボトムアップ・アプローチ」
と位置づけ，命名することは，果たして適切なのであろうか。次項では，本
項の考察を視野に入れながら，『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』
のスタートラインについて論じたい。
ｃ．中小企業の会計基準のスタートライン
――2つの大企業向け会計基準および会計原則――
笠井［2000］によれば，「1920年代までは，企業会計の報告対象は，主と
して債権者であり，企業会計は，債権者のための会計として存在していた」
（笠井［2000］，7頁）としている。銀行等の債権者の関心は，企業が破産
などに陥った場合の債権が回収されるかというものであった（笠井［2000］，
7頁）。よって，計算目的は財産計算にあった。その後，「1929年の世界恐慌
を契機として，企業会計の報告対象は主として出資者（不在株主）に変化し
た」（笠井［2000］，7頁）と述べている。企業会計は，「その計算目的にし
ても，出資者の関心の的である利益を算定，つまり損益計算に移行した」（笠
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井［2000］，7頁）。この時代に影響を受けて設定されたのが，わが国の1949
年の『企業会計原則』である。
その後，1970年代には，会計情報利用者は投資者に変化した。これらの投
資者の関心は，企業価値である。よって，計算目的は，財産計算ではあるが，
上述の財産計算と異なるものである。資産の概念は「ストックとしての概念
である『経済的資源』に代わって『経済的便益』が使用されている点に注目
しなければならない。つまり，本来『資産』というストックをあらわす用語
に便益というフローをあらわす概念を導入し」（興津［1997］，85頁）たこと
で，今までにない取引概念が拡大した。これによって，資産負債観による利
益観が形成され，財産計算も変化した。
『中小企業会計指針』は，IFRS を簡素化したものとされる。すなわち，
同指針は，IFRS の概念的枠組を論理的基盤におきながらも，それらを中小
企業の企業会計の現状に適合させながら，会計基準の体系を構築していると
いえよう。
このように，『中小企業会計指針』は，1970年代に設定されたFASBの概
念フレームワークを継承した大企業の企業会計を規制する IFRS をスタート
ラインとして，現代の中小企業の企業会計に適合する会計基準の体系を構築
していったものである。
それに対して，『中小企業会計要領』は，1970年代以前の収益費用観にた
ち構築された『企業会計原則』などの会計規範をスタートラインとしている。
ただし，これらの会計規範は，前項で明らかにしたように，中小企業の会計
基準として設定された訳ではない。『企業会計原則』は，1940年代以降に，
国家や社会の強い要請から設定されたものであり，「公認会計士制度並びに
証券取引法に基づく財務諸表制度の実施と相まって」，その機能を十分に果
たすことが期待された規範であった。
したがって，『中小企業会計要領』は，1940年代以降に設定された大企業
を中心としながらも（『企業会計原則』），中小企業をも規制の範囲に含んだ
会計規範（『商法』や『税法』）などをスタートラインとして，現代の中小企
業の企業会計に適合する会計基準の体系を構築していったものである。
『中小企業会計要領』と『中小企業会計指針』は，共に大企業向け（中心）
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の会計基準や会計原則をスタートラインとして，現代の中小企業の企業会計
に適合するほぼ同一の会計目的を措定して，「条件付規範理論」を展開し，
会計基準の体系を構築したものである。これら2つの会計基準の差異は，
1940年代以降に設定された会計基準にスタートラインをおくか，1970年代に
設定された会計基準にスタートラインをおくかどうかの違いである。
さらにいうならば，中小企業の主たる会計情報利用者は債権者および出資
者であり，1940年代に設定された『企業会計原則』などで措定された会計情
報利用者と親和性があるが，1970年代以降に設定された IFRS などで措定さ
れた会計情報利用者と親和性がない，という違いが指摘されるのみである。
ｄ．『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』のアプローチ
――『会社計算規則』による共通性――
両会計基準は，トップダウン・アプローチとボトムアップ・アプローチに
よって，設定されたとされているが，『会社計算規則』と共通する内容が多
いことに注目される。いうまでもないことであるが，これらの共通点は，い
ずれも中小企業の会計基準であるために生ずると理解される。さらに，両会
計基準は「一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行」（『会社法』第431
条）であることにも起因しているであろう。
以下，これら2つの中小企業の会計基準の具体的な内容に光をあてて考察
をすすめていきたい。まず，はじめに，貸借対照表の資産の評価に光をあて
たい。この点については，両会計基準ともに取得原価を基準にしている。『会
社計算規則』においても，資産は「取得価額を付さなければならない」（『会
社計算規則』第5条）としている。両会計基準の資産の評価は，共通項目が
多い。金銭債権は，取得原価で評価することになっている。有価証券，棚卸
資産および固定資産は取得時には取得原価で計上することになっている。決
算時の評価は，有価証券が時価によることとなっており，有価証券および棚
卸資産では，回復する見込みがないと認められる場合の時価が取得原価より
著しい下落いわゆる50％以上下落した場合の評価減も共通している。経過勘
定や繰延資産の規定も内容が共通している。さらに，固定資産の評価につい
ては減価償却規定が設けられており，減価償却後の金額を資産評価額となっ
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ている。資産の評価は，『会社計算規則』第5条第2項，第3項，第4項，
第5項，および第6項において示されている。
上述の資産の評価について，杉本［1991］では，「価値の測定基準として，
原価を用いることは実務の出発点である」（杉本［1991］74頁）と述べてい
る。そして，原価と時価との違いを，杉本［1991］では「両者は必ずしも対
立する概念でない。なぜなら，経済財が経済主体の支配下に流入するという
事象が，その「取得原価」は，基本的には，経済財が取得時点における価値
を表しているとみなされる市場価格に基づいて算定されているからである。
しばしば「価値と原価との不一致」が強調されるが，それは，経済財の価値
が取得後に変動した場合にほかならない」（杉本［1991］，75頁）と述べてい
る。このことは，取得時点の価値を表すのが取得原価であって，その時点の
時価である。したがって，決算時の時価は，同じく決算時点の価値であり，
市場価値ということができるであろう。よって公正価値という概念は結果と
して同一のものであるということができる。よって，『中小企業会計指針』
と『中小企業会計要領』は，資産の評価について取得原価基準をベースとし
た時価評価や減価償却などの多次元評価システムという従来の方法が用いら
れていることになる。
次に，両会計基準は，貸借対照表と損益計算書の関係をどう結び付けてい
るかである。『中小企業会計指針』は，「会社計算規則の定めるところにより，
適時に正確な会計帳簿の作成と計算書類（株式会社にあっては，貸借対照表，
損益計算書，株主資本等変動計算書及び個別注記表）の作成が義務付けられ
ている」（『中小企業会計指針』．目的1．中小企業の会計－計算書類の作成
義務）として，『会社計算規則』の定めによることを定めている。「法第四百
三十五条第二項の規定により作成すべき各事業年度に係る計算書類及びその
附属明細書は，当該事業年度に係る会計帳簿に基づき作成しなければならな
い」（『会社計算規則』第59条第3項）として，誘導法による計算書類の作成
を要求している。『中小企業会計要領』は，「すべての取引につき，正規の簿
記の原則に従って行い，適時に，整然かつ明瞭に，正確かつ網羅的に会計帳
簿を作成しなければならない」（『中小企業会計要領』Ⅰ．総論8．記帳の重
要性）としている。そして，『中小企業会計要領』は，会社法上の計算書類
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等を作成する際の参照するための会計処理や注記等を示す目的で作成された
ものである。よって，同じく『中小企業会計要領』も誘導法による計算書類
の作成が要求されているといえよう。したがって，『中小企業会計指針』と
『中小企業会計要領』は，会計帳簿から貸借対照表と損益計算書が作成され
るため，有機的連関を重視する会計構造観が成立している。
要するにこれら2つの会計基準は，異なるアプローチから策定されたとい
えども結果として同じ考え方に立ち，基準が定められているのである。
2．4 会計理論の統合という視点からみた中小企業の会計基準の特色
以上，見てきたように中小企業会計基準の特色と問題点を会計理論の統合
という視点から考察をした。『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』
の共通点を導き出すことができ，両者の会計理論の統合を図ることができる
であろう。会計基準は，取引概念の拡大によって概念フレームワークの形成
が必要となり，『企業会計原則』では，カバーできない部分の会計基準が必
要となった。そこで，新たな会計基準が公表されるにいたった。そして，中
小企業の会計基準は『中小企業会計指針』や『中小企業会計要領』が公表さ
れた。これらのことが中小企業の会計基準のあり方を再考するきっかけと
なった。
本章では，これらの考察をすすめる際のもっとも有効な論理的方法として，
上野氏の提唱する会計理論の統合という会計理論を採用した。上野氏は，下
記のように述べられていた。「会計理論の統合として理論の共通点を探求し，
それを展開することによって，会計理論の統合が図られ，会計理論の構築を
行うことができると思われる」（上野［2015］，412頁）。この視点から見るな
らば，『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』は目的がほぼ同じであ
る。そして，これらのスタートラインも，（時代は異なるが）大企業の会計
基準と共通している。すなわち，『中小企業会計指針』は，1970年代に設定
された大企業の企業会計を継承した IFRS をスタートラインとして，現代の
中小企業の企業会計に適合する会計基準の体系を構築していったものである。
『中小企業会計要領』は，1940年代以降に設定された大企業を中心としなが
らも（『企業会計原則』），中小企業をも規制の範囲に含んだ会計規範（『商法』
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や『税法』）などをスタートラインとして，現代の中小企業の企業会計に適
合する会計基準の体系を構築していったものである。
『中小企業会計要領』と『中小企業会計指針』は，共に大企業向け（中心）
の会計基準や会計原則をスタートラインとして，現代の中小企業の企業会計
に適合するほぼ同一の会計目的を措定して，「条件付規範理論」を展開し，
会計基準の体系を構築したものである。これら2つの会計基準の差異は，
1940年代以降に設定された会計基準にスタートラインをおくか，1970年代に
設定された会計基準にスタートラインをおくかどうかの違いである。
さらに，『中小企業会計指針』と『中小企業会計要領』の具体的な内容に
目を向けるならば，多くの基準が共通していることが理解された。これは，
『会社計算規則』という共通の法令に基づいているからである。本節では，
これらの共通性をもとに，「取得原価をベースとする多次元評価システム」
と，「貸借対照表と損益計算書の有機的連関を重視する会計構造観」の2つ
に集約することができた。これらこそ，『中小企業会計要領』と『中小企業
会計指針』の特色を理解することができるであろう。
注
⑴ シャウプ第1次勧告は，カール・Ｓ・シャウプを団長として，ディーン・ハワードＢ・
ボーエン，ジェローム・Ｂ・コーエン，ローランド・Ｆ・ハットフィールド，スタン
レー・Ｓ・サリー，ウィリアム・Ｃ・ヴィックリー，ウィリアム・Ｃ・ウォレンととも
にシャウプ使節団として，1949年5月10日に来日し，8月27日に帰国するまで109日の
作業で大要を発表した（高石［1971］，104‐106頁）ものである。内容は，企業や税務官
吏の視点に立った諸問題や提案そして，記帳に関する問題点や提案等が示されている。
⑵ 『三田商学研究』第13巻第2号222頁において中西寅雄の経歴が下記のとおり記されて
いる。1948（昭和23）年10月から東京都商工指導所所長に就任（1952（昭和27）年3月
まで 3年5ヶ月）
⑶ 鍋嶋達の経歴で「1948（昭和23）年10月から東京都商工指導所において金融部長・相
談部長（非常勤）を勤め，また，経済安定本部企業会計制度対策調査会委員として中西
先生とともに1949（昭和24）年12月に公表された『中小企業簿記要領』の作成に当たら
れた」（山口［1990］，152頁）。
⑷ 中小企業庁のホームページにある「中小企業の会計に関する研究会」の「第1回中小
企業の会計に関する研究会」（2010年2月15日実施）議事要旨の「現行の中小企業の会
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計に関する指針について」に述べられている。（2015年8月23日現在）
（http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/kenkyukai/kaikei/100215GY.htm）
⑸ 黒澤氏は，「『企業会計原則』の統一を中心として日本会計研究学会第八回大会速記録」
において，「中小企業としては，事実上この『企業会計原則』をそのまま適用すること
は困難でしょう。そこで，中小企業に対しては，会計原則の適用を直接に行う代りに簡
易帳簿の実施を用意している。もちろん会計原則がそこで否定されるのではなく，会計
原則の間接的適用と例外の承認を認めようというわけです。」（木村和三郎司会［1950］，
88頁）と述べ，『中小企業簿記要領』について『企業会計原則』を間接適用していると
述べている。
⑹ コミュニケーション・システム論についての詳細な文献は，杉本［1989］，［1991］，
木戸田［1995］，高橋［2008］があるので参照されたい。
⑺ 山下氏は，河崎氏が『中小企業会計要領』について『中小企業簿記要領』を想定して
いると述べている。また，『中小企業会計要領』は，TKC会報における特別座談会で帰
納的アプローチに基づいて策定していると河崎氏が述べられたことについて，トップダ
ウン・アプローチによって策定されていると山下氏が述べられている（山下［2012a］，
52‐54頁）。山下氏は，会計公準を基本的な仮説として『企業会計原則』が設定され，『企
業会計原則』を簡便化されたものが『中小企業会計要領』である（山下［2012b］，36‐
39頁）と論じ，『中小企業会計指針』と同様トップダウン・アプローチによって作成さ
れていると述べている。
ここで，本稿全体にかかわる重要な問題を論じておきたい。本稿では，上野氏の述べ
る「規範的会計理論」と「会計基準」を異なったものとせず論理展開をしている。私見
によれば，会計基準などの会計規範も，「複式の勘定記録ないし決算財務諸表」と同様
に，一種の会計言語の体系であると理解される。すなわち，会計基準などの会計規範は，
企業会計システムないし会計言語システムのサブ・システムの一つである「会計基準設
定システム」により設定されるものであり，一種の論理にほかならない。
そして，「理論家」により展開される規範的会計理論は，「規範的」という機能を果た
すために，やがて会計基準設定主体などの「理論家」によりその内容が純化され，オー
ソライズされて，会計規範としての位置づけをえていくと理解される。すなわち，「規
範的」という機能を果たすために，会計基準設定主体などにより内容が純化され，オー
ソライズされて，会計規範としての位置づけをえるにいたった「規範的会計理論」こそ
が，「会計基準」であると理解している。
⑻ 中西寅雄および鍋島達は、『中小企業簿記要領』を執筆以降、下記のとおり経営管理
的な論文を多く発表している。
中西寅雄［1947］「企業民主化と経理の公開」『産業経理』第7巻第9号，4‐7頁。
中西寅雄［1948］「経営管理と計算的思考」『産業経理』第8巻第11号，4‐8頁。
中西寅雄［1950］「会計原則と税務会計」『産業経理』第10巻第1号，7‐9頁。
中西寅雄［1952］「経営と会計との交渉―管理会計の本質に関する一つの考察―」『産業
経理』第12巻第2号，3‐7頁。
佐賀大学経済論集 第49巻第1号
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中西寅雄［1952］「建言会計数字を活用せよ」『産業経理』第12巻第4号，1頁。
中西寅雄［1956］「利益計画と経営管理」『産業経理』第16巻第1号，12‐19頁。
鍋島達［1956］「経営の本質と計算思考」『会計』第69巻第2号，29‐38頁。
鍋島達［1958］「資金と資金計画」『産業経理』第18巻第10号，45‐49頁
中西寅雄［1962］「経営管理の中核としての予算統制」『会計』第82巻第2号，1‐7頁。
⑼ 帰納的アプローチと演繹的アプローチの関連性について興津氏は，次のように述べて
いる。「帰納的なアプローチにより，現実の会計実務という経験の世界からこれを求め
ようとするものであった。しかるに，この方法により蒸留した正規の簿記の諸原則を現
実の会計実務に適用することができない程，現実の会計実務において取引概念が拡大，
それに伴う資産，負債の貸借対照表能力の問題が錯綜し，複雑な様相を呈している現在，
これを克服する方法として演繹的アプローチによるドイツの正規の簿記の諸原則の理論
形成の方法が必要になった」（興津［1997］，243‐244頁）と述べている。
また，アンソニーは基準の作られる方法を示している。「前提が帰納的過程によって
作り出され」，「諸概念がこれらの前提から演繹される。最後に，これらの概念を実務に
適用する指針となる諸基準が作り出される」（佐藤［1989］，5頁）
以上のように，帰納的アプローチとか演繹的アプローチとか区別するのではなく，上
野氏が述べているように，経験的研究および検証手続なしに，会計理論研究を行うこと
はできないのである。
⑽ 黒澤氏は，「『企業会計原則』の統一を中心として 日本会計研究学会第八回大会速記
録」において，「中小企業としては，事実上この『企業会計原則』をそのまま適用する
ことは困難でしょう。そこで，中小企業に対しては，会計原則の適用を直接に行う代り
に簡易帳簿の実施を用意している。もちろん会計原則がそこで否定されるのではなく，
会計原則の間接的適用と例外の承認を認めようというわけです。」（木村和三郎司会
［1950］，88頁）と述べている。
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